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要  旨 

この論文は、サプライチェーンに関する政策や経営的方向性を提言するものである。

そのためまず第一に、主としてこれまでの RIETI プロジェクトの研究成果に基づい

て、どのようなサプライチェーンが強靭で創造的であるかを議論する。特に、取引先

の国際的な多様性が強靭性と創造性に及ぼす効果について焦点を当てる。第二に、近

年グローバル・サプライチェーンに影響を及ぼしている政策とそれに伴う主要国の

サプライチェーンの動向を概観する。特に、アジア地域の多くの国において部品の輸

入相手国として中国に対する依存度が高まっていることが観察されている。日本で

は、近年中国への依存度はやや低下しているものの、アメリカや欧州各国にくらべて

絶対的な水準は高い。最後に、１点目の学術的エビデンスと２点目の現状把握に基づ

いて政策的・経営的提言を行う。特に、日本は強靭性のためにサプライチェーンにお

ける中国依存をさらに低下させ、より国際的に多様化すべきこと、創造性の促進のた

めに安全保障上の懸念がない友好国との知的連携を拡大することが提言の柱である。 
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1. はじめに 

 近年、グローバル・サプライチェーンが大きく再編されようとしている。その大きな理由の
一つは、日米欧各国が安全保障上の懸念を理由として中国経済を切り離そうとする政策を行
い、それに対して中国も保護主義的な政策で対抗しようとしていることである。もう一つの理
由は、新型コロナウイルス（以下、コロナ）感染拡大の中で、多くの国がサプライチェーンの
途絶に伴う生産の縮小を経験したことである。さらに、足下ではロシア・ウクライナ戦争のた
めに、両国からの天然ガス、鉱産物、穀物等の輸出が縮小し、グローバル・サプライチェーン
途絶のリスクへの懸念が増大している。 

 このような状況を鑑みて、本論文は特に日本を念頭にサプライチェーンに関する政策的・経
営的な提言を行おうとするものである。そのために、まず第１に、主としてこれまでの RIETI

プロジェクトの研究成果に基づいて、強靭で創造的なサプライチェーンや知的ネットワークが
どのように構築できるのかを議論する。特に、取引先・連携先の国際的な多様性が強靭性と創
造性に及ぼす効果に焦点を当てる。第２に、近年グローバル・サプライチェーンに影響を及ぼ
している政策とそれに伴う主要国のサプライチェーンの動向を概観する。特に、アジア地域の
多くの国において部品の輸入相手国として中国に対する依存度が高まっていることが観察さ
れている。日本では、近年中国への依存度はやや低下しているものの、アメリカや欧州各国に
くらべて絶対的な水準は高い。最後に、１点目の学術的エビデンスと２点目の現状把握に基づ
いて政策的・経営的提言を行う。特に、日本は強靭性のためにサプライチェーンにおける中国
依存をさらに低下させ、より国際的に多様化すべきこと、創造性の促進のために安全保障上の
懸念がない友好国との知的連携を拡大することが提言の柱である。 

2. 強靭で創造的なサプライチェーンの特徴 

地理的な多様性が強靭性を生み出す 

 コロナ感染拡大以降世界各国で、感染者の拡大を抑制するためのロックダウンなどの政策に
よる負の生産ショックがサプライチェーンを通じて波及した。このような波及は、需要の縮小
を通じて顧客企業（下流）からサプライヤー（上流）へも、部品・素材の供給不足を通じてサ
プライヤーから顧客企業へも、両方向で起こりえる。国際貿易のデータを利用した分析によっ
て、感染の拡大した国から機械部品を輸入していた国は、機械製品の輸出を減少させたことが
わかっており（Hayakawa and Mukunoki, 2021）、コロナ禍でのグローバル・サプライチェーン
を通じた波及効果を裏付けている。 

 このような波及効果についてはコロナ禍の前から研究が進んでおり、大きな影響があること
が知られていた（Barrot and Sauvagnat, 2016; Boehm, et al., 2019; Carvalho, et al., 2021）。例えば、
100 万社近い日本企業とその取引関係のデータを利用したシミュレーション分析によると、
2011 年の東日本大震災がサプライチェーンの途絶を通じて及ぼした生産減少額は被災地にお
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ける直接的な生産減少額の約 100 倍に上る（Inoue and Todo, 2019）。また、日本への中間投入
財の輸入の途絶の影響を予測した同様のシミュレーション分析では、輸入の 80％が途絶した
場合、直接的な輸入の減少は約 6 兆円であるのに対して、日本全体の生産の減少額は 92 兆円
に増幅されるという（Inoue and Todo, 2022）。 

 波及効果が特に大きくなるのは、サプライヤーからの部品供給が途絶した場合に他のサプラ
イヤーで代替が難しいときに起きる。先ほど紹介したシミュレーション分析では、どのサプラ
イヤーも同じ部品を生産しており、サプライヤーの代替が簡単にできることを想定した仮想的
なサプライチェーンを使うと、東日本大震災の波及効果が非常に小さくなることが示されてい
る。半面、各サプライヤーが特殊な部品を作っており、互いの代替が不可能であると想定する
と、波及効果は甚大となり、生産減少が長期間継続する（Inoue and Todo, 2019）。輸入途絶のシ
ミュレーションにおいても、ある部品の輸入が途絶したとしても、その部品を国内のサプライ
ヤーで代替できる場合には、途絶の波及効果を一定程度縮小することができることが示されて
いる（Inoue and Todo, 2022）。これらの結果から、サプライヤーの代替性が強靭なサプライチ
ェーンの鍵であることがはっきりしている。部品が汎用的でサプライヤーの代替が可能である
ことが強靭性にとって重要であることは、アメリカの長期の災害の効果を計量経済学的に分析
した研究でも示されている（Barrot and Sauvagnat, 2016）。 

 実際、トヨタ自動車は、東日本大震災の経験からサプライヤーの代替性の重要性を認識し、
「レスキュー」と呼ばれる直接・間接のサプライヤーのデータベースを作成し、サプライヤー
からの供給途絶が起きた場合に迅速に代替先を見つけられるようにした（トヨタ自動車，2016；
藤本他，2016）。このデータベースを活用することで、トヨタ自動車はコロナ禍を含むそれ以
降の災害によるサプライチェーン途絶の期間を縮小できたと言われている（日刊工業新聞，
2020）。 

 こういったデータベースを構築する以外に、サプライチェーンの強靭化に有効なのは、取引
先の分散化・多様化、特に国際的な多様化である。もし、ある企業のサプライヤーや販売先企
業が特定の国にだけ集中していれば、災害や安全保障上の懸念からその国からの供給や需要が
縮小した場合には、その企業への影響は甚大となる。縮小した供給や需要を、他の国の新規の
取引先で代替することが難しいからだ。しかし、もしその企業が多様な国の取引先とつながっ
ていれば、ある国とのサプライチェーンの途絶を別の国の取引先で代替することで、その影響
を小さくできる。 

 このことは、世界の上場企業を対象としたグローバル・サプライチェーンのデータによる分
析で確かめられている（Kashiwagi, et al., 2021）。この研究は、アメリカ東海岸の産業集積地帯
に大きな被害を与えたハリケーン・サンディの経済的影響が、サプライチェーンを通じてアメ
リカ国内の企業には波及したことを見出した。半面、被災地企業とサプライチェーンでつなが
っていても、アメリカ国外の企業にはその影響はなく、アメリカ国内であっても海外企業とも
つながった企業への影響は小さかった。つまり、国際的に多様な取引先を持つ企業は、代替先
を容易に見つけることができるため、サプライチェーン途絶の影響を緩和することができるの
だ。 
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 同様のことは、コロナ禍でも見いだされている。上述の通り、コロナ渦中の国別品目別の国
際貿易データを使った分析では、ある国でコロナ感染者数が増加すると、その国から機械部品
を輸入している国の機械製品の輸出が減少することがわかっている。しかし、もし機械製品の
輸出国がより多様な国から機械部品を輸入している場合には、その影響は小さくなる（Ando 

and Hayakawa, 2021）。この分析の対象となった 35か国の比較では、輸入相手国の多様性が最
も高いドイツと最も低いシンガポールでは、輸入相手国のコロナ感染者数が自国の機械製品輸
出に及ぼす影響は 1.7 倍異なっていた。 

 さらに、コロナ渦中に ASEAN 諸国とインドで収集された企業データを利用した分析でも同
様の結論が導かれている（Todo, et al., 2021）。この分析では、コロナ禍である取引先との取引
額が減少したものの、別の取引先との取引額が増加した企業を「強靭な企業」と定義した。こ
のような強靭な企業は全体の 7％程度でしかなかったが、ある企業のサプライヤーが 1 国では
なく複数の国にある場合には、強靭な企業である割合が 4－8％ポイント大きかった。 

多様性は創造性をも促進する 

 しかも、地理的に多様なサプライチェーンは、海外の取引先から新規の技術、知識、情報を
手に入れることができるため、より創造的でもあることを強調したい。 

 国際経済学における実証研究の成果は、輸出入や対内・対外直接投資によって経済のパフォ
ーマンスが向上することを示している（例えば Atkin, et al., 2017; Keller and Yeaple, 2009 など）。
日本のケースでも、輸出や対外直接投資（Kimura and Kiyota, 2006）や、研究開発を伴う対外・
対内直接投資（Todo and Shimizutani, 2007; Todo, 2006）によって企業の生産性が向上すること
が実証されている。 

 また、日本国内のサプライチェーンに限定した分析ではあるが、企業が地理的に離れた企業
と取引関係を結べば、その企業の売上、従業員一人当たりの売上、特許申請数ともに上昇する
ことも見いだされている（Todo, et al. 2016）。この結果も、地理的に離れた企業間のサプライ
チェーンによって技術や知識が波及して、企業のパフォーマンスを上げることを示している。 

 さらに、素材や部品の取引ネットワークであるサプライチェーンだけではなく、共同研究ネ
ットワークのような知的ネットワークも新しい知識の獲得や創造性に寄与することがわかっ
ている（Chen, et al., 2019）。これは、企業間の共同研究の有効性を強調する「オープンイノベ
ーション」に関する研究成果も強調している点である（Chesbrough, 2003）。実際、特許データ
を利用した世界の企業の共同研究ネットワークの分析では、国際共同研究を行うことで、特許
1 件当たりの被引用数で測った企業の創造性の指標が 27％も上昇することがわかっている
（Iino, et al., 2021）。国内共同研究の効果が 5％であるのに対して、国際共同研究の効果は大き
く、新しい知識の獲得や創造性の促進のためには、海外とのつながりが非常に重要であること
がわかる。 

 コロナ禍でも、国際共同研究は非常に重要であった。コロナに関する医学研究を分析した
OECD の報告書では、「共同研究は、コロナに対抗するための科学、技術、イノベーションに
とって重要な核であった。技術開発のための国内・国際的な共同研究のプラットフォームがワ
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クチンのデザインと生産に革命を起こした。」と述べられている（OECD, 2021, 122ページ）。
2020年 1月から 11月までにアメリカの研究者によって発表されたコロナ関連の医学論文のう
ち、16％は国際共同研究によるものであり、そのうち 5.5％は中国との、4.7％はイギリスとの
共同研究によるものであった。 

 本節を要約すると、国際的に多様なサプライチェーンや知的ネットワークこそが、強靭性や
創造性の鍵となると言える。 

3. グローバル・サプライチェーンの現状 

 この節では、特にアジア太平洋諸国に焦点を当てて、近年大きく変化しているグローバル・
サプライチェーンの現状を概観する。 

米中対立と貿易に対する影響 

 グローバル・サプライチェーンの変化の大きな要因の一つは、米中の対立である。2018 年
には、対中貿易赤字の拡大を懸念したアメリカ・トランプ政権によって、中国からの輸入に多
大な関税がかけられ、中国がそれに対抗して関税競争に発展した。さらにアメリカ政府は、
2019 年より安全保障上の懸念からファーウェイなどの中国企業に対するハイテク製品の輸出
や技術移転の規制を強化した。2018 年からは、中国からの投資を念頭に、ハイテク産業に対
する対米直接投資に対する規制も強化している。より最近では、アメリカ政府は安全保障上の
理由から、半導体、大容量バッテリー、医薬品などの戦略物資のサプライチェーンの強靭性を
高めることに注力している（White House 2021, 2022a; USDC et al. 2022）。そのため、米国 CHIPS

法が 2022 年 7 月に連邦議会で可決され、8 月にバイデン大統領によって署名された（White 

House 2022b）。この法律では、TSMC、サムスン、インテルといった半導体産業における世界
のトップ企業をアメリカに誘致するなど、半導体サプライチェーンの米国内の展開と研究開発
に対して 520 億ドル、さらに関連分野での研究開発活動や教育などにも 2000 億ドル以上の予
算をつけている。 

 日本政府もアメリカ政府の戦略を踏襲し、2019 年に情報通信技術や軍事技術関連の製品の
輸出管理を強化し、2020 年には対日直接投資の規制を強めた。また、日本政府は重要物資の
生産拠点の国内での整備（経済産業省, 2022a）や少数国に集中した海外生産拠点の ASEAN 諸
国への多元化（ジェトロ, 2022）に対して補助金を供与している。さらに、2021 年度補正予算
によって 6200 億円が半導体企業の国内誘致のための補助金として認められ（経済産業省, 

2022b)、そのうち最大 4760 億円を利用して TSMC の生産拠点を熊本に誘致し（日本経済新聞, 

2022a）、キオクシアと米ウェスタンデジタルの四日市工場の設備投資に対して最大 929億円を
支援する（日経 XTECH，2022）。 

 ヨーロッパ諸国も同様にアメリカに追随している。イギリスは 2.5 億ポンドの予算で５G（第
5 世代移動通信システム）ネットワーク多様化戦略を実施しており（UK Government, 2020）、
EU（欧州連合）は 430億ユーロ規模の欧州半導体法を策定した（EU, 2022）。これらの政策の
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目的は、アジア諸国、特に中国に依存しない強靭なサプライチェーンをハイテク製品について
構築することである。 

 中国もこれらの日米欧の政策に対抗して、2020 年に輸出管理法を制定し、戦略物資の輸出
や技術移転の管理を強化した（National People’s Congress, 2020）。もともと中国は、米中対立激
化前から、2015年には 400 億元（約 60 億ドル）、2020 年には 1000億元（約 150 億ドル）とい
った大規模な補助金をハイテク産業に対して供与して産業振興を行ってきた（経済産業省, 

2022c)。さらに、中国政府はハイテク製品やその中核部品について外資排除を拡大し、設計、
開発、生産を中国国内で完結するように要求していく方針だという（日本経済新聞，2022b）。 

 しかし、これらの分断政策にもかかわらず、日米欧と中国間の貿易量は必ずしも縮小してい
ないことは特筆すべきである。米中間の貿易は米中の関税競争が起きた 2018～2019 年には減
少傾向にあった（図 1）。しかし、2020 年初めの中国でのコロナ感染拡大とともに貿易額が急
減した後、2022年初めに至るまで増加傾向にある。アメリカから中国への輸出額は 2021年 10

月に史上最高額に達しており、中国からアメリカへの輸出額も 2021 年 11 月に史上 2 番目の
水準であった。 

 

図 1：米中貿易（月次、2017 年 1 月～2022年 3 月） 

 

出所：United Nations (2022) 

 

 図 2 は、より詳細な製品分類（HS コード 2 桁レベル）を利用して、アメリカから中国への
ハイテク製品の輸出額を見たものである。アメリカの中国分断政策の主たる対象である電気機
械（HS コード 85、部品を含む）は 2018年以降少なくとも 2021 年半ばまでは一貫して増加傾
向にあった。精密機械及びその部品（90，医療機器を含む）の輸出は横ばいであった。それに
対して、航空機、ロケット、およびその部品（88）は急減している。ただし、これは 2019 年
に航空事故が続いたボーイング 737MAX が中国で飛行停止となったこと、2020 年以降にはコ
ロナ禍で航空機の需要が激減したことのためと考えられ、必ずしも米中分断政策によるもので
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はない可能性がある。 

 

図 2：アメリカから中国へのハイテク製品の輸出（月次、2017年 1月～2022 年 3 月） 

 

出所：United Nations (2022) 

 

図 3：アメリカから中国への半導体関連製品の輸出（月次、2017 年 1 月～2022年 3月） 

 

出所：United Nations (2022) 

注：8456（レーザーその他の光子ビームなどを使用する加工機械）、8486（半導体製造装置）、8541（半導体
デバイス）、8542（集積回路）、9010（現像・焼き付けなどの処理に使用する機器） 

 

 図 3 はさらに細かい製品分類（HS コード 4 桁レベル）で、半導体に関連する製品のアメリ
カから中国への輸出を示している。これを見ても、半導体製造装置（HS コード 8486）、半導
体デバイス（8541）、集積回路（8542）などほとんどの主要な半導体関連製品の対中輸出は減
っていない。ただし、半導体用ドライエッチング装置を含む HS コード 8456 や半導体素材焼
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付装置を含む 9010 など、半導体製造に欠かせない一部の装置の輸出については減少傾向にあ
る。 

 図 4～６は、日中間の貿易についての同様のグラフである。2020年初頭以降、日中間貿易は
米中間貿易と同様に全体として増加傾向にある（図 4）。日本から中国への電気機械の輸出は
やはり増加傾向にあり、精密機械、自動車については横ばいである（図 5）。半導体関連製品に
ついても、特段減少しているものはなく、総じて横ばいとなっている（図 6）。 

 

図 4：日中貿易（月次、2017 年 1 月～2022年 3 月） 

 

出所：United Nations (2022) 

 

図 5：日本から中国へのハイテク製品の輸出（月次、2017年 1月～2022年 3 月） 

 

出所：United Nations (2022) 
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図 6：日本から中国への半導体関連製品の輸出（月次、2017 年 1 月～2022年 3 月） 

 

出所：United Nations (2022) 

注：詳しい製品分類については図 3 の注を参照。 

 

 これらすべての図は、日米が中国経済を分断しようとする政策を実施しているのにもかかわ
らず、日米と中国間の貿易は必ずしも縮小しておらず、どちらかと言えば増加傾向にあること
を示している。ただし、アメリカから中国への輸出のうち、一部の半導体関連の製品について
は減少傾向にある。このようにアメリカの政策の影響が限定的であるのは、トランプ政権でも
バイデン政権でも安全保障上の懸念と経済的な利益をバランスさせようとしているからだと
考えられる。例えば、2019 年の輸出規制の後も、アメリカ企業からファーウェイに対して 600

億ドル以上もの輸出が認可されている（Congressional Research Service 2022）。 

サプライヤーの地理的多様性の現状 

 次に、グローバル・サプライチェーンにおけるサプライヤーの地理的多様性の程度の変遷を、
アジア太平洋地域の国々および比較のためにドイツについて見てみよう。図 7 は、各国の部品
の輸入についてハーフィンダール・ハーシュマン指標（HHI）の推移を見たものである。HHI

は、ある国の部品輸入における各輸入相手国のシェアの 2 乗を足し合わせたもので、０から 1

の間の値をとり、HHI が大きいほど輸入相手国が少数の国に集中していることを表す。部品
は、国連の定める Broad Economic Category（BEC）の 22（加工された工業部品）、42（資本財
の部品）、53（輸送機器の部品）で定義している。さらに、中国がグローバル・サプライチェ
ーンの中心となっている現状を鑑みて、図 8 では各国の部品輸入における中国のシェアの推
移を示している。 

 図 7・8 から明らかとなったこととして、特に以下の 5 点を強調しておきたい。第 1 に、韓
国、オーストラリア、インドネシアにおいて、過去 10 年間にわたって中国への依存度が急増
し、そのために部品輸入相手国の集中度（HHI）が急増している。この増加傾向は、米中対立
が深刻化した 2019年、コロナ禍でのグローバル・サプライチェーンの途絶が問題となって 2020
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年以降も変わっていない（2021 年のインドネシアを除く）。 

 

図 7：各国の部品輸入におけるハーフィンダール・ハーシュマン指標（HHI）（2005～2021

年） 

 
出所：United Nations (2022) 

 

図 8：各国の部品輸入における中国のシェア（2005～2021 年） 

 
出所：United Nations (2022) 

 

 第 2 に、日本の中国依存度や輸入相手国の集中度は、2015 年には韓国並みに高かったが、
その後減少している。つまり、日本企業は米中対立やコロナ禍の数年前にはすでに中国依存度
を下げ始めている。これにはいくつか理由が考えられるが、一つは中国における賃金の高騰に
よって日本企業がより賃金の安い ASEAN 諸国やインドなどに部品工場を移転したことだ。も
う一つは、2012 年の尖閣諸島国有化に伴って中国で反日デモが激化したことなどを受けて、
中国依存の問題が認識されたことである。さらに、2018年に日 EU 経済連携協定（EPA）が発
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効したことにより EU からの部品輸入が増加した（図 9）ことも中国のシェア低下の一因だ。 
 

図 9：日本の部品輸入における相手国・地域別シェア（2005～2021年） 

 
出所：United Nations (2022) 

 

 第 3 に、アメリカは米中分断政策の始まった 2019 年以降、中国への依存度を低下させてい
る。図 1 では中国からアメリカへの輸入額全体は必ずしも減少してないことを見たが、部品に
限ってみれば中国のシェアは 2年間で約 5％ポイントと大幅に減少している。これは、アメリ
カから中国への半導体関連の一部製品の輸出が低下している（図 3）のと同様、安全保障上の
懸念の大きい一部の貿易については、米中の分断が進行していることを示している。図 10 に
よると、アメリカの部品輸入における中国のシェアの低下は、ASEAN、韓国、および程度は小
さいものの EU のシェアの増加と軌を一にしており、アメリカ企業のサプライヤーチェーンは
より多様化して強靭となっていると言える。  

 

図 10：アメリカの部品輸入における相手国・地域別シェア（2005～2021年） 

 
出所：United Nations (2022) 
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 第 4に、世界の多くの国が中国への依存度を高める中、中国自身は部品輸入相手国の多様性
を大幅に向上させている。2005年には中国の HHIは 0.099 で日本と同レベルであったが、2021

年には図に示されたアジア諸国では最低の 0.075まで低下している。これは、主として中国の
部品輸入における日本のシェアが 2005年の 18％から 2021年の 9.5％にまで急減しているため
であると考えられる。同時に、ASEAN のシェアは 12.6％から 17.9％まで上昇し、中国はサプ
ライチェーンの多様化に成功しているのだ。 

 最後に、ドイツは中国依存を増加させているとはいえ、ドイツの HHI はアジア太平洋諸国
の HHI よりもはるかに小さい。つまり、アジア太平洋諸国のサプライチェーンにおける地理
的集中度はヨーロッパよりも大幅に大きいのだ。むろん、この一つの理由はドイツのサプライ
ヤー国の多くは経済規模の比較的小さいヨーロッパ諸国であることであり、単純に比較はでき
ないかもしれない。ドイツの部品輸入における EU のシェアは 2005～2021年までの間約 57～
60％で安定していた。 

 本稿の第 2 節では、国際的に多様なサプライチェーンが強靭で創造的であると結論づけた
が、その結論を基にアジア太平洋諸国、特に日本のサプライチェーンの現状を評価してみよう。
まず第 1 に、日米は中国への輸出を縮小せずに、部品輸入における中国依存を下げて多様化に
成功している。つまり、両国は貿易による利益を損なわずに、サプライチェーン途絶のリスク
を下げており、経済の発展にとっても経済の強靭化にとっても望ましい。アメリカの場合には、
このような変化は米中分断政策の実施とともに起きており、政策の効果が出たと結論づけられ
る。ただし、日本の場合には、政策の実施よりも前からこの変化が起きており、政策が本格化
した 2019 年以降に変化が加速したわけでもない。そのために、日本のサプライチェーンの多
様化・強靭化に政策が果たした役割は不明瞭であり、今後もその効果を注視していく必要があ
る。 

 第 2に、近年このように好ましい傾向があるとはいえ、日本のサプライチェーンにおける中
国依存や集中度はまだまだ高いレベルである。強靭で創造的なサプライチェーンを構築するた
めの HHI の最適値を求めることは簡単ではないが、日本、韓国、オーストラリア、インドネ
シアの HHIはドイツ、中国、シンガポール、アメリカにくらべて大幅に高いことは明白だ（図
7）。しかも、日本の中国依存は特定の産業において特に高い。例えば、日本の電気・電子機械
の輸入における中国のシェアは、近年若干の減少傾向にあるとはいえ、いまだに 50％近くに
上る（図 11）。自動車部品の輸入における中国のシェアは、中国分断政策にもかかわらずむし
ろ直近の 4年間で増加しており、40％に届く勢いである（図 12）。安全保障上の理由や気候変
動によってサプライチェーン途絶のリスクは増加しており、これらの日本の産業のサプライチ
ェーンにおいて、さらに中国依存を下げて多様性を向上させることがリスク対応のために必要
となっている。 
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図 11：日本の電気・電子機械輸入における各国のシェア（2005～2021 年） 

 
出所：United Nations (2022) 

 

図 12：日本の自動車部品における各国のシェア（2005～2021年） 

 
出所：United Nations (2022) 

 

国際的知識ネットワークの現状  

 第 2 節でもう一つ強調したのは、国際的知識ネットワークが創造性にとって非常に重要で
あるということであった。そのため、特に日本に焦点を当ててその現状を概観しよう。2010年
代前半のデータを使った分析では、日本の研究開発活動の国際化は欧米の先進国とくらべても
中国とくらべても大きく遅れていることが示されていた（Iino, et al., 2021）。例えば、2012～
2015年に申請された特許のうち国際共同研究によるものの割合は、日本ではわずか 1.3％であ
り、韓国の 3.6％、中国の 5.7％、アメリカの 10.0％、EU 諸国の 10.4％よりも大幅に少ない
（OECD, 2017）。国際共同研究が創造性に及ぼす影響は非常に大きく（第 2 節）、国際共同研
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究が活発でないことが日本経済の長期停滞の一因になっていると考えられる。 

 日本における国際共同研究のおくれとその結果としての知的創造の停滞は、コロナ禍でも起
きた。2020年に発表されたコロナ関係の医学研究論文の数では日本は世界で 15位、国際共同
研究によるコロナ関連論文の数では世界 18 位であった（OECD, 2021）。低調な国際共同研究
が低調な研究成果に直結したと考えられる。図 13 は、コロナ研究における論文数のトップ 5

か国と、それぞれの共同研究相手国トップ 5か国を表している。驚くべきことに、米中対立に
もかかわらず、米中間の共同研究は非常に旺盛であった。それにくらべて、日本はトップ 5か
国に入っていないのはもちろん、トップ 5 か国の共同研究相手国トップ 5 か国にも入ってお
らず、日本の国際共同研究の乏しさが浮き彫りとなっている。 

 

図 13：コロナ関連の医学研究論文（2020 年 1 月～11 月）のトップ 5か国それぞれの国際共
同研究相手トップ 5か国のシェア（％） 

 

出所：OECD (2021), Figure 5.1. 

4. より強靭で創造的なサプライチェーンに向けての政策的・経営的提言 

 第 2 節で示された強靭で創造的なサプライチェーン・知的ネットワークの特徴に関する実
証的エビデンスと、第 3節で示されたグローバル・サプライチェーンおよび国際知的ネットワ
ークの現状をベースに、本節ではいくつかの政策的・経営的提言を行う。 

国内回帰ではなく、サプライチェーンの国際的多様化を 

 近年の政策の多くは、補助金を使ってサプライチェーンを国内に誘致することを意図してい
る。国内誘致のために予定されている補助金は、アメリカで 520億ドル、EU で 430億ユーロ
（約 430 億ドル）、日本で 6200 億円（約 45 億ドル）と巨額である（ただし、あとで詳述する
ように、その一部は研究開発活動にも使われることになっている）。しかし、大規模な国内回
帰はサプライチェーンの多様化に逆行する動きであり、むしろサプライチェーン途絶のリスク
を上げてしまう。特に、日本は世界的に見ても災害大国であり、近い将来の発生が予測されて
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いる南海トラフ地震、首都圏直下型地震、富士山噴火などの大災害はいずれも日本の中心的な
産業集積地に大きな被害を与えることが予測されている。しかも、東日本大震災後に、日本企
業の国内の取引先は地理的にむしろ集中してきていることが見いだされている（Kawakubo and 

Suzuki, 2022）。したがって、日本国内でサプライチェーンを完結しようとすれば、いったん国
内で大災害が起きた時にはその経済損失は甚大なものとなってしまう。 

 さらに、そもそも企業が国際貿易や投資を通じてサプライチェーンを海外に広げているの
は、より効率的に生産を行うためであり、特にアジア太平洋地域においてそのような傾向は顕
著である（Baldwin, 2016; Wignaraja, 2016）。企業が海外で生産や部品の調達を行うのは、低賃
金や低価格の部品を求めての場合もあるし、先端的な技術や大きな市場を求めての場合もあ
る。いずれにせよ、政策的に国内回帰を奨励することでこのような市場原理をゆがめることは、
経済の効率性を著しく損なうこととなろう。 

 これまでも、大規模な補助金によって生産拠点を誘致することは、必ずしも地域経済の生産
性を向上させてこなかった。例えば、1980年代、90 年代に日本で行われた「頭脳立地」や「テ
クノポリス」といった地方にハイテク産業を誘致するための政策は、むしろ生産性の低い企業
を誘致してしまったことが実証されている（Okubo and Tomiura, 2012）。これは、生産性の高い
ハイテク企業は産業集積地に拠点を置くことで、他社との知識・技術の交換や高レベルの技術
者・管理者の雇用が可能となるために、補助金を得たとしても地方に移転するメリットが少な
いからだ。同様に、今後 TSMC などの世界の先端的半導体企業を日本に誘致できたとしても、
日本の生産拠点で使われる技術は必ずしも最先端のものではなく、日本経済にとってのメリッ
トが限定的となる可能性も大きい。 

 したがって、基本的には政策は国内回帰だけに焦点を当てるのではなく、国際的にサプライ
チェーンを多様化していくことにより大きな力点を置くべきだ。ただし、サプライチェーンの
多様化は必ずしも容易ではない。一つの障壁は、海外で適切な取引先や投資先を見つけ出すの
は、コストをかけて情報を得る必要があることだ（Besedeš, 2008）。この障壁を乗り越えるた
めには、ジェトロのような公的機関が海外市場の情報を収集して共有したり、展示会やオンラ
イン市場への参加を促してビジネスマッチングを支援したりすることが有効であることが実
証されている（Kim, et al., 2018; Makioka, 2021; Martincus and Molinari, 2007; Van Biesebroeck, et 

al., 2016）。したがって、国内回帰のための補助金よりも、このような「つながり支援」をより
重視すべきである。 

 とは言え、ロシア・ウクライナ戦争が長期化し、中国による軍事的脅威が増大する中、今後
安全保障上の問題からサプライチェーンが途絶するリスクは大きくなっている。ロシア・ウク
ライナ戦争であったように紛争国に対する経済制裁もありうるし、安全保障上の懸念から特定
物資の特定国への輸出が規制されることもありうる。したがって、サプライチェーンの国際的
多様化にあたっては、中国への依存度を下げつつ、安全保障上の懸念の少ない国々にサプライ
チェーンを拡大していく、いわゆるフレンドショアリングが必要だ。そのため、上述の情報共
有やビジネスマッチングに対する支援が、懸念の少ない国々で構成する国際的なフレームワー
ク、例えば日米豪印の QUAD や日豪印の「サプライチェーン強靭化イニシアティブ（SCRI）」、
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自由で開かれたインド太平洋（FOIP）、インド太平洋経済枠組み（IPEF）などを活用して実施
されるようになることが望ましい。 

 なお、国内回帰ではなくサプライチェーンの国際的多様化を図るような政策は、すでに日本
でもいくつか行われている。その一つが、海外での生産拠点の集中度を下げるために ASEAN

などに拠点を移すことを支援する「海外サプライチェーン多元化等支援事業」（ジェトロ, 2022）
である。むろんそれ以外にも、ジェトロや企業団体、地方自治体によって、海外進出のための
情報支援やマッチング支援はこれまでも行われている。企業はこのような既存の支援を活用し
て、サプライチェーンの国際的多様化を図り、サプライチェーン途絶のリスクに備えるべきで
あろう。 

 むろん、前述の通り、企業にとってサプライチェーンの国際的多様化は大きなコストがかか
り、簡単ではない。また、それぞれの産業の特性や各企業のグローバル・サプライチェーンに
おける立ち位置によって、必要な多様化の程度は異なってくると考えられる。しかし、現在の
地政学上の変動や自然災害の頻発を考えれば、サプライチェーンの途絶のリスクはこれまでよ
り大きくなっており、各企業によってその程度は異なるにせよ、これまで以上の多様化が長期
的には利益となると考えられる。 

「産業政策」は必ずしも有効ではない 

 近年の政策は特定の産業、特に半導体産業を対象としたものが多い。このような特定産業の
ターゲティングは、政策形成や学術の場で産業政策が産業育成に効果的であると再評価されは
じめたことで、大きな支持を得ている。しかし、「産業政策」の定義は人によってまちまちで
あるため、産業政策の再評価の動きは十分に注意して理解する必要がある。特定の産業を対象
にして、その産業を保護主義的な政策で育成しようとするような狭義の「産業政策」は、経済
学において産業政策を再評価する動きにおいても支持されているわけではない。例えば、
Aiginger and Rodrik (2020)は産業政策を再評価する論文として最も重要なもののひとつであり、
「産業政策の復活」を主張しているが、この論文は「今後の産業政策は、経済学者が伝統的に
考えてきたようなトップダウンの政策形成、選ばれた特定産業のターゲティング、標準的な補
助金やインセンティブの供与といった特徴を持つものではない」と述べている。さらに、「産
業政策の新しい概念や実際では、トップダウンではなく、生産性や社会問題に対して公的機関
と民間企業とが持続的に連携することを中心にすえるべきだ」とも言っている（192 ページ）。 

 なお、産業政策の再評価は、近年の中国の高度成長が産業政策によるものだという考えにも
基づいている。しかし、中国においてもターゲティングだけではその産業は発展せず、産業内
での競争を担保しつつ補助金や税制優遇などの政策が実施されているときにこそ産業が発展
したことが実証されている（Aghion, et al., 2015）。また、詳細な事例分析によっても、中国の
産業政策は必ずしも成功しているわけではなく、例えば集積回路やロボット産業においても国
内生産のシェアは政策目標を達成できていないことが示されている（丸川，2020）。前述の
Aiginger and Rodrik (2020)も、韓国、中国、台湾が成功したのは「これらの国が特定産業を優先
し、重要技術を指定した」とは言え、「同時に開放的な経済、経済特区、外資企業にとって良
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好な環境など、市場経済の力を活用したからである」と述べている（202ページ）。また、中国
における産業政策やその有効性に関する中国での論争を精査した中国人経済学者の一人は、
「効率的な市場をつくり、効果的な産業政策を行える政府は非常に限られている」と結論づけ
ている（Tian, 2020）。CHIPS 法を制定して半導体産業への大規模な政策支援を計画しているア
メリカでも、政府が適切に政策介入を行えるかどうかについて懐疑的な論者も多い（Sykes, 

2022）。 

 これらの議論や実証的な結果が示唆しているのは、半導体産業をターゲットとして保護主義
的な政策（例えば補助金による国内誘致）で育成しようとする現在の「産業政策」は、必ずし
も効果的でないことだ。半導体産業をターゲットとする政策は、少なくとも経済の開放性と競
争を促進するような政策とセットで行われなければならない。その一つの方法は、上述したよ
うな情報支援やマッチング支援によってむしろサプライチェーンの国際的多様化を図ること
だ。さらには、半導体産業のみをターゲットとする政策は明らかに効率が悪く、今後の日本経
済をけん引する新しい産業が誕生することを阻害しかねない。したがって、より広範な産業を
念頭に、政策を実施していくべきだ。 

安全保障に関わる経済規制への対処 

 これまで経済の強靭性や経済の発展のためにサプライチェーンの国際的多様化や、そのため
の中国依存の減少を主張してきた。とは言え、これは日米欧その他の国々が中国を完全に分断
したほうがよいということではない。むしろ、中国は全ての国にとって重要な貿易や技術のパ
ートナーであり、中国との一定の経済関係は保持すべきであるということは強調したい。 

 しかし、現状では日米欧の企業にとって中国との経済関係を持つことが大きなリスクとなっ
ている。すでに図 1～6 で見たように、中国分断の流れにもかかわらず、今のところは日米と
中国との貿易は縮小していない。しかし、今後は安全保障上の懸念から特定物資の中国への輸
出が禁止されたり、紛争のために中国に経済制裁を課したり、また逆に中国が輸出規制を課し
たり、外資企業に対して技術の提供を要求したりするリスクが高まっている。さらに、このよ
うなリスクの大きさが不透明であるために、企業はリスクを過大評価して、必要以上に中国と
の経済関係を縮小してしまう可能性がある。 

 このようなリスクを最小化し、また可視化するためには、どのような条件下では特定の品目
や産業について安全保障上の理由から貿易や投資を規制することができるのかについて、透明
性のある国際ルールを制定することが必要だ。現在、このようなルールは WTO（世界貿易機
関）の GATT 第 21 条で規定されているが、その規定はあいまいであり、かつ WTO 紛争解決
機関で議論されたこともほとんどない（Boklan and Bahri, 2020）。半面、軍事関連製品や技術の
輸出を管理する協定であるワッセナー・アレンジメントでは、どのような製品や技術を対象と
するかについて詳細なリストが作成され、毎年更新されている（Wassenaar Arrangement 2021）。
とは言え、ワッセナー・アレンジメントは紳士協定であり、その枠組みでの輸出管理は法的な
強制力を持つわけではない。したがって、WTO の下で安全保障上の理由から貿易や投資を制
限できる条件や品目、産業を規定することが望まれる。 
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 むろん、WTO が十分に機能していない現状では、このようなルール形成を WTO に求める
のは無理があろう。したがって、とりあえずはバイもしくはマルチの自由貿易協定、例えば日
米貿易協定、CPTPP や RCEP などにおいて、もしくはそれ以外の国際的フレームワーク、例
えば G7、FOIP、IPEF、QUAD などにおいて、このようなルールを議論して形成していけばよ
いのではないだろうか。その際、日本政府がルール形成において重要な役割を果たすことを期
待したい。 

 さらに、日本は 2022 年 3 月に経済安全保障推進法を制定した。この法律に基づき、今後サ
プライチェーンの強靭化の鍵となる「特定重要物資」が指定され、その生産者は生産や調達に
ついて情報提供が求められる代わりに財政的な支援が供与される。この特定重要物資の指定
も、民間企業や国際社会との対話を通して形成される透明性のあるルールに基づいて行われる
ことが、内外の企業にとっての不確実性やリスクを下げることになる。むろん安全保障上の懸
念は尊重されるべきであるが、ルールのないままに特定重要物資を拡大していけば民間の経済
活動を阻害してしまうことは、常に考慮すべきであろう。また、このような国内ルールが上述
した国際ルールの下地となるような可能性もあり、日本政府にはそのような国際的な視野に立
った大局的な判断を望みたい。 

 このようなルール形成において重要な役割を担うのは、政府と民間企業の政策対話である。
米中の経済分断が進行する中でも、米企業は米政府に働きかけて、ファーウェイに対する 600

億ドル以上の輸出認可を得た（Congressional Research Service, 2022）。2018 年の米中関税競争に
おいても、米企業の中国政府に対するロビー活動によって、米から中への輸入に対する関税引
き上げの程度が小さかった産業があったことが実証されている（Ma et al., 2022）。今後も官民
の政策対話によって、経済と安全保障のバランスをとっていくことが望まれる。企業には企業
団体などの活動を通じて、積極的に民間の立場からの発信と対話を行ってもらいたい。 

国際的知識ネットワークの拡大 

 最後に、財の取引で結びついたサプライチェーンにはしばしば共同研究、つまり企業間の知
識ネットワークが付随することに注目したい。特に近年は技術が複雑化しており、企業間もし
くは企業と大学との共同研究、つまりオープンイノベーションが技術開発の重要な手段となっ
ている。国際共同研究によって企業のイノベーション力が高まり、しかもその効果は国内共同
研究よりもはるかに大きいことは前述のとおりである（Iino, et al., 2021）。 

 このような共同研究を促進するには政策が有効だ。例えば、日本の補助金による企業誘致を
中心としたハイテク産業育成政策が失敗だったことは先ほど述べたとおりだが、その後行われ
た「産業クラスター政策」は産産や産学の共同研究を促進するようなネットワーク支援に重点
を移したために効果があったことが報告されている（Nishimura and Okamuro, 2011a, 2011b）。
日本においてオープンイノベーションに対する税制優遇が産学共同研究に対して効果的であ
ったことも実証されている（池内, 2022）。このようなエビデンスに基づき、共同研究に対する
政策は OECD の科学技術政策に関する基幹的報告書でも奨励されている（OECD, 2021）。そも
そも、研究開発活動を政策によって促進することは市場の失敗を解決して社会の厚生を上げる
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ことはよく知られており（Romer, 1990）、イノベーションに関する政策が効果的であることも
多くの研究で実証されており（Bloom, 2019; 森川, 2020）、近年の産業政策賛成派にも反対派に
も支持されている（Aiginger and Rodrik, 2020; Gerstel and Goodman, 2020; Reinsch, 2021）。 

 実際には、近年の日米欧の政策パッケージの中に、半導体産業を含むハイテク産業での研究
開発や国際共同研究に対する支援は含まれている。米国 CHIPS 法（CHIPS and Science Act of 

2022）に盛り込まれている 2800 億ドルの予算には、半導体のサプライチェーン強靭化のため
の 390億ドル以外にも、半導体産業での研究開発支援のための 110億ドル、半導体産業での国
際連携のための 5 億ドル、および人工知能（AI）、量子コンピューター、バイオ技術、先端エ
ネルギーなどの先端技術分野での研究開発支援や科学技術教育のための約 2000 億ドルも含ま
れている（US Senate, 2022）。日本は、TSMC の生産拠点を熊本に誘致したばかりではなく、
190億円の補助金を供与して半導体の 3次元化のための研究開発拠点もつくばに誘致しており
（日本経済新聞，2022c）、日本企業や大学との共同研究も予定されている（日本経済新聞，2021）。
さらに、日米政府は次世代半導体に関する日米共同研究の実施で合意したという（日本経済新
聞，2022d）。 

 中長期的には、このようなイノベーション政策こそが国内産業の国際競争力や強靭性を高め
ると考えられるため、より重視されるべきである。ただし、サプライチェーンの国際化と同様、
知識ネットワークの国際化についても、安全保障上の懸念のない国々と進めていく、いわば知
的フレンドショアリングを行っていく必要がある。したがって、やはり FOIP、IPEF、QUAD

などの国際的フレームワークを活用して、共同研究相手を見つけるための情報共有やマッチン
グを支援していくことが望ましい。上述の通り、経済安全保障強化のために知的な国際連携も
必要であるとの認識が進み、実際の政策も実行されるようになってきているが、この好ましい
方向性をより強化し、日本政府も企業も国際共同研究の役割により強い関心を持って実行して
いくべきだ。 
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